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１

住宅瑕疵保険制度の概要



住宅瑕疵担保履行法の概要

住宅の品質確保の促進等に関する法律の規定により建設業者及び宅地建物取引業者が負う新築住宅に係る瑕疵担保責任の履行の確保等を図るため、建設業者
による住宅建設瑕疵担保保証金の供託、宅地建物取引業者による住宅販売瑕疵担保保証金の供託、住宅に係る瑕疵担保責任の履行によって生ずる損害をてん補す
る一定の保険の引受けを行う住宅瑕疵担保責任保険法人の指定等について定める。

新築住宅の売主等が十分な資力を有さず、瑕疵担保責任が履行されない場合、住宅購入者等が極めて不安定な状態に置かれることが
明らかとなった。構造計算書偽装問題

新築住宅 ： 建設業者及び宅地建物取引業者（新築住宅の売主等）は、住宅品質確保法に基づく10年間の瑕疵担保責任を負う。
（構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分）

新築住宅の売主等による瑕疵担保責任の履行の確保 住宅取得者の利益の保護

１．瑕疵担保責任履行のための資力確保の義務付け

住宅購入者等

売主等
供託所

（法務局）

修
補
等
請
求

修
補
等

還付

保証金の供託

住宅購入者等

売主等
住宅瑕疵担保責任

保険法人

修
補
等
請
求

修
補
等

保険金支
払

保険料

保険金請求

保険金支払

供託 保険

新築住宅の売主等に対し、住宅の供給戸数に応じ
た保証金の供託を義務付け。

住宅瑕疵担保責任保険契約に係る住宅戸数は、供
託すべき保証金の算定戸数から除かれる。

２．保険の引受主体の整備

瑕疵の発生を防止するための住宅の
検査と一体として保険を行うため、国
土交通大臣が新たに住宅瑕疵担保責
任保険法人を指定する。

３．紛争処理体制の整備

住宅瑕疵担保責任保険契約に係る
住宅の売主等と住宅購入者等の紛
争を迅速かつ円滑に処理するため、
紛争処理体制を拡充する。

＜供託のスキーム＞ ＜保険のスキーム＞

瑕疵 瑕疵

還付請求 保険金直接請求

売主等倒産時
不履行時

売主等倒産時
不履行時
確定判決

２



住宅瑕疵担保責任保険（新築住宅に係る１号保険）の概要

売買契約・請負契約

保険法人

＜住宅取得者＞

発注者
買主

＜住宅事業者＞

請負人（建設業者）
売主（宅建業者）

保険付き住宅

保険加入
手続き検査

保険金
支払い

保険金支払い
（事業者倒産時等）

・保険金の支払い対象：①修補費用※、②調査費用、③仮住居・転居費用等
※住宅品質確保法に基づき10年間の瑕疵担保責任を負担することが義務付けられている「構造耐力上主要な部分」及び「雨水
の浸入を防止する部分」に係る瑕疵が発見された場合の修補費用

・保険期間：10年
・免責金額：10万円
・填補率：住宅事業者（請負人・売主）へは80％、住宅取得者（発注者・買主）へは100％（事業者倒産時等）
・保険料等：個々の保険法人が設定（戸建て住宅で７～８万円程度）
・保険金額：2,000万円（オプションで2,000万円超あり）

○保険法人は、保険の引受けに当たり、現場検査を行う。

○住宅事業者の故意・重過失による損害は、免責。（事業者が倒産等している場合を除
く。）

○保険金支払いの際、事業者が倒産等している場合、住宅取得者に対して直接保険金
を支払う。

３



保険引受時の現場検査

４

＜３階建て以下の住宅＞ ＜４階建て以上の住宅＞

保険の申込み

着 工

第１回検査：基礎配筋工事完了時 第１回検査：基礎配筋工事完了時

第２回検査：２階床の躯体工事完了時
以降、階数に応じて、
10階、17階…（７階ご
と）に検査を実施

最終回検査：屋根工事の完了時
又は下地張り直前の工事の完了時

最終回検査：躯体工事の完了時
又は下地張り直前の工事の完了時

竣工・保険証券発行・引渡し

○住宅瑕疵担保責任保険の加入に当たっては、住宅事業者のモラルハザードを防止し、
保険制度の安定運営を図る観点から、工事中に保険法人による現場検査を受ける必要。

○住宅瑕疵担保責任保険に加入するためには、保険法人が定める設計施工基準を満た
す必要。



保険料等の構成

５

○住宅瑕疵保険に加入するための料金（保険料等）は、検査料と保険料（付加保険料と
純保険料）により構成される。

○保険料等は各社が設定し、国土交通大臣が認可。

検査料
保険料

付加保険料 純保険料

保険料等
戸建：約74,000円
共同：約45,000円／戸

戸建：約26,000円
共同：約5,000円／戸

戸建：約48,000円
共同：約40,000円／戸

・現場検査に係る交通費等
・設計図書等の事前確認、現場検査
・検査員の手配等、検査結果の審査・

管理
・現場検査員の講習・登録等

・事業者の登録手続等
・保険契約の内容説明や申込受付等

（保険の募集）
・保険証券の発行、問い合わせ対応、

事故処理（保険金支払い）
・保険取次店に対する講習等の実施
・紛争処理、故意・重過失への対応

・損保会社による再保険に付すため
の再保険料等

＊保険料等の算定は、戸建住宅は床面積120㎡、共同住宅は20戸・延床面積1,800㎡、平均専有面積75㎡、割引適用なし
の場合のもの（所定の条件を満たす場合、純保険料又は付加保険料の割引を実施。）。

＊所定の条件を満たす場合、保険の検査の一部を他の検査で代えることにより、保険の検査料を低減させることができる。

＜住宅瑕疵担保責任保険の場合＞



10万円10万円

中小事業者向け割引コースの引受け

６

○住宅瑕疵担保責任保険を中小事業者（資本金３億円以下又は従業員300人以下の法
人、個人事業者）が利用する場合は、保険料を低減。
当該ケース（中小事業者向け割引コース）では、修補費用５０万円までの部分は、損保
会社による再保険の対象外となり、保険法人がリスクを保有する。

○特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律案に対する附帯決議（平成19年５月23日衆議院国土交通委員会）（抄）
三 （中略）また、本法律の運用に当たっては、中小事業者等に過大な負担とならないよう配慮すること。

【通常】 【中小住宅事業者】
＊資本金３億円以下又は従業員300人以下の法人、個人事業者

保
険
金
支
払

保険金支払い
（保険法人）

住宅事業者等の負担

保険金支払い
（損害保険会社）

20％ 80％

住宅事業者等の負担

修
補
費
用

保険金支払い
（損害保険会社）

50万円

20％ 80％

修
補
費
用

填補割合填補割合

住宅保証
基金

①異常リスク発生時に住宅保証基金を取り崩し補てん
②保険金支払いのための責任準備金の一部に充てることにより保険料を低減

①

②



保険法人の一覧

保険法人名 指定 業務開始 資本金 設立 備考

（財）住宅保証機構 H20.5.12 H20.6.2 2億5,000万円 S57.4

H24.4.2 業務の全部廃止許可（住宅
保証機構（株）に引継ぎ）
H25.7.1 （一財）住宅保証支援機構に
移行・改称

（株）住宅あんしん保証 H20.5.12 H20.7.1 4億6,550万円 H11.6

ハウスプラス住宅保証（株） H20.7.14 H20.8.1 9億700万円 H11.11

（株）日本住宅保証検査機構 H20.7.14 H20.8.1 10億円 H11.7

（株）ハウスジーメン H20.10.15 H20.11.1 3億400万円 H12.12

たてもの（株） H21.9.17 H21.10.1 6億300万円 H11.6

H23.7.11 業務の一部休止許可
H23.8.31 業務の一部停止命令
H23.9.14 業務の全部廃止許可（（株）
住宅あんしん保証に引継ぎ）

住宅保証機構（株） H24.4.2 H24.4.2 6億3,500万円 H23.5

○住宅瑕疵保険の加入に当たっての現場検査を的確に実施し、住宅瑕疵保険の引き受
けを行う法人を、住宅瑕疵担保責任保険法人として国土交通大臣が指定、監督。平成
30年２月末現在で５法人を指定。

７



８

Ⅰ．通常は想定されない巨額の保険金支払い
リスクへの対応



超過

損害

住宅瑕疵保険制度を支える仕組み

提供分※１

保有分

超過
損害

プール

プール分

保有分

保険料の流れ

保険金の流れ

住宅
事業者

※１ 各社のプールへの提供額を共同で決定
※２ 住宅事業者の倒産時等に発動

住宅
取得者

売買契約等
（瑕疵担保責任） 故意・

重過失分

<保険料>

住宅購入者
等救済基金

<修補額>

※２

瑕疵修補等

①

③

【損保会社】【保険法人】

保険法人が
再保険引受

（再保険）（再保険）（元受）

中小企業
向保有分

中小企業
向保有分

故意・
重過失分

<再保険料>

最大
１２５億円

○住宅瑕疵保険制度では、保険法人、損保会社、住宅保証基金が協同して、制度を構築
している。

基金残高：101億円（平成28年度末）

【住宅保証基金の役割】
①中小事業者向けコースの保険法人保有分の異常リスク対応
②住宅購入者等救済基金が不足した場合の保険法人への無利子貸付
③超過損害プールの限度額を超過するような巨大損害発生時の保険法人への無利子貸付

住宅保証基金

９

②

再保険分

再保険分



巨大事故発生時の対応

○損保会社における超過損害プール等の仕組みにより、巨大事故（共同住宅の大規模
事故や戸建住宅の多数棟にまたがる事故等）による大規模な保険金の支払いにも対応
する仕組みを設けている。

住
宅
事
業
者

保険料 保険
法人

再保険料 損保
会社

損保
会社

共同引受

保険
法人

再保険料 損保
会社

損保
会社

共同引受

再保険料

超過損害
プール

住宅保証基金
無利子貸付
（不足分）

損保
会社

保険
法人 再保険金

（125億円まで）
再保険金保険金

再保険料

再保険料

再保険料

10



超過損害プール（イメージ図）

全体の収支の結果を、個々の損保会社に
おける結果に関係なく、予め定められた割
合に応じて分担する。

損保会社への再保険と超過損害プール

○損保会社は、各社間のリスクを平準化するとともにキャパシティの最大化を図るため、
超過損害プールを設けている。

○再保険を引き受けた損保会社は、一連の事故による損害が
４億円を超過する部分を、超過損害プール（再保険プールの
一種）に再出再する。

（例）ある保険法人に、一連の事故で１００億円の損害が発生。

４億円⇒再保険引受会社の負担
９６億円⇒超過損害プールの支払対象

（プール参加会社で分担して負担）

（一連の事故による
損害額）

各損保で保有

超過損害プール
の対象

４億円以下の部分

４億円超１２５億円
以下の部分

○超過損害プール参加会社（基本的に再保険引受会社と同一）
は、前年度の引受シェアに応じた割合で、超過損害プール対
象部分の保険金支払責任を負う。

○結果、特定の損保会社が引き受けた再保険契約に損害が集
中した場合でも、超過損害プール参加会社間で分担して保険
金支払いを行うこととなる。

（例）損保Ａ～Ｅの５社がプールに参加、それぞれの負担割合
を２０％ずつと仮定。
Ａ社の引き受けた再保険に、一連の事故で１００億円の
損害が発生した場合。

（１００億円－４億円）×２０％＝１９．２億円

Ａ～Ｅの５社が１９．２億円ずつ負担する（Ａ社は、自社の
保有分とあわせて２３．２億円の支払いとなる。）。

11

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社

超過損害プール



キャパシティ最大化のイメージ

＜超過損害プールがないと＞

＜超過損害プールにより＞

＜キャパシティ１２５億円＞

損保Ａ

（キャパシティ５０億円）

損保Ｂ

損保Ｃ

（キャパシティ４０億円）

（キャパシティ３５億円）

保険法人Ａ

保険法人Ｂ

保険法人Ｃ

６０億円の
損害発生

超過損害
プール

いずれかの保険法人で
支
払
限
度
額

１
２
５
億
円

６０億円の
損害発生

損保Ａ

＜キャパシティ５０億円＞

損保Ｂ

損保Ｃ

＜キャパシティ４０億円＞

＜キャパシティ３５億円＞

保険法人Ａ

保険法人Ｂ

保険法人Ｃ

いずれかの保険法人で
１０億不足

２０億不足

２５億不足

支払限度額

５０億円

４０億円

３５億円

個々の引受損保会社のキャパシティに応じた、支払限度額設定となる。

各損保会社のキャパシティを合わせた、支払限度額設定が可能となる。

不足なく補償可能

12



３号保険引受法人

故意・重過失に起因する瑕疵への対応

住宅
事業者

住宅
取得者

瑕疵

修補等の実施

【事業者営業時】

保険金

３号保険・住宅購入者等救済基金

【事業者倒産時】

保険料の一部 補てん

保険料

損
害
保
険
会
社

故意・重過失
は損保会社に
よる再保険の
対象外

無利子貸付
（住宅購入者等

救済基金不足時）

○住宅瑕疵保険においては、事業者の故意・重過失の場合、通常は保険金の支払対象
外となるが、事業者倒産等の場合には、住宅取得者が救済されるよう、保険金の支払
対象とすることとしている。

○特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律案に対する附帯決議（平成19年４月26日参議院国土交通委員会）（抄）
三、（中略）また、被保険業者に故意・重過失がある場合においても、住宅購入者等の保護・救済に欠けることがないよう十全の対応を図ること。

○特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律案に対する附帯決議（平成19年５月23日衆議院国土交通委員会）（抄）
二 万一、故意・重過失による瑕疵事件が発生した場合でも、住宅購入者等の保護・救済に欠けることのないよう十分な対応を図ること。（後略）

住宅保証
基金

１号保険・2号保険

13

保
険
料

保
険
金

保険金支払対象外

保険法人



特定法人へのリスクの集中

○一法人が集中して３号保険を引き受けることにより、故意・重過失損害のキャパシティ
が最大化される一方、これを超える巨大損害が発生した際のセーフティネット発動は、
当該法人の財務状況（純資産の額）に左右されるようになる。

○また、万一、当該法人が経営破綻した場合には、これまで積み立てた３号保険の責任
準備金が毀損する可能性がある。

○損保会社では再保険プールを設立することにより、特定企業に依存することなく、キャ
パシティの最大化を図っている例がある。

14

＜３号保険が存在しないと＞

Ａ法人

責準５億円

Ｂ法人

責準５億円

Ｃ法人

責準５億円

Ｄ法人

責準５億円

Ｅ法人

責準５億円

○再保険プール（イメージ図）

＜３号保険により＞

全体の収支の結果を、個々の元受会社
における結果に関係なく、予め定められ
た割合に応じて分担する。

Ｄ法人

責準０

Ｅ法人

責準０

Ｂ法人

責準０

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社

再保険プール

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社

Ｃ法人

責準０

Ａ法人

責準25億円



住宅保証基金の役割

○経営基盤の脆弱な中小住宅事業者の円滑な保険への加入を支援するとともに、住宅
瑕疵保険制度の安定運営を図るため、国費により住宅保証基金を造成。

○住宅保証基金は、通常は想定されない巨大損害発生時の支払余力を確保することに
より、消費者の利益の保護を図るセーフティネットの役割を果たしている。

目的 役割 概要

① 中小事業者の負担軽減
中小事業者向けコース
の保険法人保有分の異
常リスク対応

中小事業者向けの保険につき、保険法人が負担すべ
き異常リスクの一部を基金が負担することにより、保
険料割引を行う。

②

再保険会社（損保会社）
によるリスクヘッジが困
難な故意・重過失損害に
おける巨大損害発生時
の消費者保護

住宅購入者等救済基金
が不足した場合の保険
法人への無利子貸付

故意・重過失損害に対応するための再保険を引き受
けた保険法人が責任準備金として積み立てている、
住宅購入者等救済基金の積立額を超える故意・重過
失損害が生じた場合に、基金は保険法人に対して無
利子貸付を行う。

③

再保険会社（損保会社）
の引受キャパシティを超
える、超巨大損害発生時
の消費者保護

超過損害プールの限度
額を超過するような巨大
損害発生時の保険法人
への無利子貸付

再保険を引き受けている損保会社は、超過損害プー
ル制度により、同一の原因による一連の瑕疵に起因
する巨大損害リスクの分散を図っているが、超過損害
プールの支払限度額（125億円）を超える損害が発生
した場合に、基金は保険法人に対して無利子貸付を
行う。

15



住宅保証基金の役割

住宅保証基金が、通常は想定されない巨大損害発生時の支払余力を確保することにより、
制度利用者（住宅事業者・住宅取得者）に過度の負担を強いることなく、制度の継続的・
安定的な運営が可能となっている。

通常は免責となる、故意・
重過失損害を補償
（故意・重過失損害のリス
クの定量化は困難）

消費者保護を目的とした、
一種の強制保険

集積リスクの存在

・設計・材質の瑕疵における
集積リスク

・大規模共同住宅の瑕疵に
よるリスク

等

制度利用者の負担にも
配慮する必要あり

巨大損害発生時における
消費者保護の必要あり

予想最大損失の算出が困
難

＜住宅瑕疵保険の特性＞

＜住宅保証基金が存在しないと＞

○巨大損害発生時に、保険金支払
が十分に行えず、消費者保護が十
分に図れない可能性がある。

○異常リスクに対応できる保険金支
払余力を確保するためには、保険料
率の大幅な引上げが必要となり、制
度利用者の負担増大につながる。

社会不安の増大

通常の再保険によるリスク
ヘッジが困難

16

国の関与による制度の安定的な運営が
必要



無利子貸付による債務超過の発生

○保険法人が純資産額を超えて住宅保証基金の無利子貸付を受けた場合、当該保険
法人は債務超過となる。

現状 再保険金１２５を受領。
無利子貸付４０を受付

債務超過諸資産１００＜負債１１０

巨大損害が
１６５発生

諸資産
１００

負債
７０

純資産
３０

借入金
４０

諸資産
１００

負債
７０

純資産
３０

現金預金
１２５

再保険金
１２５

現金預金
４０

▲４０純資産▲１０

借入金
４０

負債
７０

保険金
１２５

再保険金
１２５

保険金
４０

▲４０

▲１２５ ▲１２５

保険金１６５を支払い

17

諸資産
１００
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Ⅱ．保険法人の破綻リスクへの対応



概　要

保険リスク 実際の保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得るリスク

一般保険リスク 一般の保険リスク 該当

巨大災害リスク 巨大災害による保険リスク （該当）

第三分野の保険リスク 第三分野の保険リスク 非該当 第三分野保険商品の販売はない。

予定利率リスク 責任準備金の算出の基礎となる予定利率を確保できなくなるリスク 非該当
算出にあたり予定利率の要素を織
り込んでいない、または予定利率０
で算出を行っている。

資産運用リスク
資産の運用等に関するリスクであって、保有する有価証券その他の資産の通常の予
測を超える価格の変動その他の理由により発生し得るリスク

価格変動等リスク
保有する有価証券その他の資産の通常の予測を超える価格変動等により発生し得る
リスク

該当

信用リスク
保有する有価証券その他の資産について、取引の相手方の債務不履行その他の理
由により発生し得るリスク

該当

子会社等リスク 子会社等への投資その他の理由により発生し得るリスク 該当

デリバティブ取引リスク 先物取引、オプション取引、スワップ取引等により発生し得るリスク 非該当 左記取引は認められていない。

信用スプレッドリスク クレジットデフォルトスワップ取引により発生し得るリスク 非該当 左記取引は認められていない。

その他のリスク（再保険リ
スク、再保険回収リスク）

出再先の保険会社の経営破綻に伴い発生し得るリスク 該当

最低保証リスク
特別勘定を設けた保険契約であって、変額年金保険等の保険金等の額を最低保証す
るものについて、支払時に特別勘定資産の額が保険金等の額を下回るリスクで、特別
勘定資産の通常の予測を超える価額の変動等により発生し得るリスク

非該当
最低保証を行っている保険契約は
存在しない。

経営管理リスク
経営政策・経営判断の誤り等に起因するリスクや事務面・電算システムにおける事故
に係るリスクなどの事業経営上のリスク

該当

住宅瑕疵保険への該当／
非該当の場合の理由

リスクの種類

生損保のソルベンシー・マージン比率のリスク構成要素と住宅瑕疵保険への該当性
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保険法人の資産運用

保険法人の資産運用状況
（５社合計）

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等
に関する法律施行規則（抄）

（資産の運用方法）
第三十六条

保険法人は、保険料として収納した金銭その他の資
産の運用を行うには、次に掲げる方法によらなければ
ならない。
一 国債、地方債その他国土交通大臣が指定する有

価証券の取得
二 銀行その他国土交通大臣が指定する金融機関

への預金
三 信託業務を営む金融機関（金融機関の信託業務

の兼営等に関する法律（昭和十八年法律第四十三
号）第一条第一項の認可を受けた金融機関をい
う。）への金銭信託で元本補てんの契約があるもの

＊国土交通大臣が指定する有価証券、金融機関は、現時点で存在しない。

その他

現金・預金

有価証券等

総資産

約６６％

約２０％

20

○保険法人の資産運用については、財務状況の健全性を維持するため、住宅瑕疵担保
履行法による制限（住宅瑕疵担保履行法施行規則第36条）がある。

○多くの保険法人では資産のほとんどを現金・預金で保有し、一部の保険法人では国債、
地方債も保有している。



住宅瑕疵保険制度における情報公開

○住宅瑕疵保険では説明書類の縦覧の義務はなく、会社法に定める計算書類の公告の
みが義務づけられている。

会社法（抄）

（計算書類の公告）
第四百四十条 株式会社は、法務省令で定めるところにより、定時株主総会の終結後遅滞なく、貸借対照表（大会社にあっては、

貸借対照表及び損益計算書）を公告しなければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、その公告方法が第九百三十九条第一項第一号又は第二号に掲げる方法である株式会社は、前項

に規定する貸借対照表の要旨を公告することで足りる。
・・・

＊第九百三十九条第一項第一号又は第二号に掲げる方法＝官報、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法

21

＜貸借対照表の要旨に記載する項目（概要）＞ ＜損益計算書の要旨に記載する項目（概要）＞
資産 流動資産 売上高

固定資産 有形固定資産 売上原価
無形固定資産 売上総利益金額又は売上総損失金額
投資その他の資産 販売費及び一般管理費

繰延資産 営業利益金額又は営業損失金額
負債 流動負債 営業外収益

固定負債 営業外費用
純資産 株主資本 資本金 経常利益金額又は経常損失金額

新株式申込証拠金 特別利益
資本剰余金 資本準備金 特別損失

その他資本剰余金 税引前当期純利益金額又は税引前当期純損失金額
利益剰余金 利益準備金 当該事業年度に係る法人税等

その他利益剰余金 法人税等調整額
自己株式　＊控除項目 当期純利益金額又は当期純損失金額
自己株式申込証拠金

評価・換算差額等 その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金

新株予約権
＊損益計算書の要旨を公告しない場合は、当期純損益金額を付記しなければならない。



事業計画・収支予算の認可等とモニタリング

○毎年度、保険法人より事業計画・収支予算の認可申請や事業報告・収支決算の提出を
受けてその内容を確認するとともに、四半期ごとに収支予算及び資産・負債の状況をモ
ニタリングしている。

22

５月 ８月 11月 ２月
前年度

２月

・今年度決算見込みの報告

・翌年度事業計画・収支予算の申請

国土交通省にて計画の妥当性を
確認のうえ、認可

・収支予算や資産・負債の状況
を四半期ごとにモニタリング

・予算と大きな乖離がある場合は
理由や財務面への影響を確認

前年度事業報告・収支決算の提出

国土交通省にて内容や
計画との差異を確認

翌年度
６月

＜財務状況モニタリングの確認指標＞
指標 算出方法 基準値

資金余力月数 （現金及び預金＋有価証券）／月ごとの営業支出 ３ヶ月

流動比率 流動資産／流動負債 120%

当座比率
当座資産※／流動負債

※当座資産：現金及び預金＋売掛金＋有価証券（流動資産計上分） －貸倒引当金

100%



問題把握後の対応
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問題なしと判断できる場合
（例）換金性の高い固定資産を保

有しており、負債に応じた資
金確保が可能な場合

原因が一過性のものと
判断できる場合

財務状況（純資産の
額等）と経営成績か
ら、早期の破綻が想
定しえない場合

上記に該当しない
場合

上
記
に
該
当
し
な
い
場
合

○保険法人破綻時の契約者保護を図るためには、事業計画、収支予算・決算の内容の確
認やモニタリングにより状況の悪化を早期に把握し、債務超過を発生させないよう、健全
な保険法人への早期の契約移転、保険法人の指定の取消等を行うことが重要となる。

認
可
時
に
問
題
把
握
／
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
で
基
準
抵
触

原

因

分

析

財
務
状
況
、
経
営
成
績
の
詳
細
分
析

次回モニタリングで経過
観察

モニタリングを高頻度
（毎月）で実施し、原因の
解消を確認

○中長期的な業務改善
計画の立案を指示

○モニタリングを高頻度
（毎月）で実施し、状況
を観察

○即効性のある業務改
善計画の立案を指示

○定期的な計画の遂行
状況と財務状況の報告
を指示

○状況に応じて、業務の一部
停止等を命令

○債務超過状態となることが確
実であり、早期の解消の目途
がたたない場合は、保険法人
の業務廃止申請の許可又は
保険法人の指定を取消

○次年度計画の認可時等に
業務改善計画の遂行状況を
確認。
必要に応じて計画の変更等
を指示



たてもの(株)の事例に即した保険法人の破綻処理の流れ
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業
務
の
全
部
又
は
一
部
停
止
の
命
令

保
険
法
人
か
ら
の
業
務
廃
止
申
請
の
許
可

保
険
法
人
か
ら
の
業
務
休
止
申
請
の
許
可

又
は

保
険
法
人
の
指
定
取
消
の
命
令

又
は

特別会費
の徴収

資金援助

保険契約（保険証券発行
前の契約を含む）の移転

特別会費の徴収

たてもの(株)の事例を受け、再発防止策として四半期ごとのモニタリングを導入

問
題
保
険
法
人

保険等の業務を適切かつ確実
に実施することができないと認
められるとき

モ
ニ
タ

リ
ン
グ
等

業務及び財産の管理
を命ずる処分

業務の停止

承
継
保
険
法
人

他の
保険法人

（一社）住宅瑕疵担保
責任保険協会

他の
保険法人
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業務の承継

○住宅瑕疵保険においては、保険法人の指定を取り消された場合等は、国土交通大臣が
指定する保険法人に業務を引き継ぐものとされている。

○たてもの(株)破綻時には、保険法人の意思を確認しつつ、各法人の取得している認可内
容も踏まえて承継法人を指定。

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（抄）

（指定の取消しに伴う措置）
第三十一条 保険法人は、前条第一項又は第二項の規定により

指定を取り消されたときは、その保険等の業務の全部を、当該保
険等の業務の全部を承継するものとして国土交通大臣が指定す
る保険法人に引き継がなければならない。

２ 前項に定めるもののほか、前条第一項又は第二項の規定によ
り指定を取り消された場合における保険等の業務の引継ぎその
他の必要な事項は、国土交通省令で定める。

１．保険法人の指定を取り消された場合の仕組み

破綻保険法人
保険法人の指定取消し

業務を引き継ぐ保険法人

保険業務を引き継ぐ
保険法人の指定

保険契約の移転・
保険業務の引継ぎ

国土交通
大臣

２．保険法人が業務廃止等を申請した場合の仕組み

許可

保険業務を引き継ぐ
保険法人の指定

保険の業務の全部・一部休止、
又は廃止の申請

業務を引き継ぐ保険法人

破綻保険法人

国土交通
大臣

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（抄）

（業務の休廃止）
第二十九条 保険法人は、国土交通大臣の許可を受けなければ、

保険等の業務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。
２ 国土交通大臣が前項の規定により保険等の業務の全部の廃止

を許可したときは、当該保険法人に係る指定は、その効力を失う。
３ 国土交通大臣は、第一項の許可をしたときは、その旨を公示し

なければならない。

保険契約の移転・
保険業務の引継ぎ



特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律施行規則（抄）

（保険等の業務の引継ぎ）
第三十九条 法第二十九条第一項の規定による保険等の業務の全部又は一部の廃止の許可に係る保険法人（当該許可の条件

として、その保険等の業務の全部又は一部を、当該保険等の業務の全部又は一部を承継するものとして国土交通大臣が指定す
る保険法人に引き継ぐこととされたものに限る。）及び法第三十条第一項又は第二項の規定による指定の取消しに係る保険法人
は、次に掲げる事項を行わなければならない。
一 国土交通大臣が指定する保険法人に帳簿その他の保険等の業務に関する書類を引き継ぐこと。
二 国土交通大臣が指定する保険法人に保険契約に係る責任準備金及び支払備金に相当する額を引き渡すこと。
三 その他国土交通大臣が必要と認める事項

業務の承継
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特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（抄）

（指定の取消し等）
第三十条 国土交通大臣は、保険法人が第十七条第二項各号（第二号を除く。）のいずれかに該当するに至ったときは、その指定

を取り消さなければならない。
２ 国土交通大臣は、保険法人が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて保険等の業務

の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
一 保険等の業務を適正かつ確実に実施することができないと認められるとき。
二 不正な手段により指定を受けたとき。
三 第十八条第二項、第二十二条から第二十五条まで又は前条第一項の規定に違反したとき。
四 第二十条第二項、第二十一条第三項又は第二十七条の規定による命令に違反したとき。
五 第二十一条第一項の規定により認可を受けた業務規程によらないで保険等の業務を行ったとき。

３ 国土交通大臣は、前二項の規定により指定を取り消し、又は前項の規定により保険等の業務の全部若しくは一部の停止を命じ
たときは、その旨を公示しなければならない。



契約者保護の必要性（１号保険）
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○新築住宅の保険（住宅瑕疵担保履行法に定める「住宅瑕疵担保責任保険契約」。１号
保険）については、社会的影響の大きさや一種の義務保険であること等を考慮する必
要がある。

＜考慮すべき要素＞

信頼の確保
住宅瑕疵担保責任保険は、住宅事業者の資力確保措置として設けられた公共
性の高い保険であり、制度に対する信頼性を確保する必要がある。

保護すべき対象
保険契約者は住宅事業者であるが、住宅事業者の資力確保により、最終的に
は住宅取得者の保護を図ることを目的とした保険である。

自己責任の問いにくさ
○供託を行わない場合は付保が必須となる、一種の義務保険である。
○保険期間が１０年と長期に渡り、将来の変化を見通した選択を期待することは
　困難である。

代替手段がない
一般の損害保険では、破綻時に健全な保険会社に契約を乗り換えることもでき
るが、住宅瑕疵担保責任保険では解約が禁止されており、乗り換えを行うことが
できない。

＜参考＞損害保険契約者保護機構の保険金支払いの補償割合 ＜参考＞損害保険契約者保護機構の対象となる
　　　　　　保険契約者

家計地震保険
自賠責保険

右記以外の疾病・
傷害に関する保険

左記以外の損害保険
（自動車保険、火災保険等）

短期傷害、特定海旅

家計地震保険
自賠責保険、自動車保険
疾病・傷害に関する保険

左記以外

100% 90% 80%
（破綻後３ケ月間は100%）

全保険契約者
個人、小規模法人、
マンション管理組合



契約者保護の必要性（２号保険）

○住宅瑕疵保険には、付保義務のある新築住宅に係る保険（住宅瑕疵担保責任保険。
１号保険）の他、任意付保の既存住宅等に係る保険（２号保険）も存在する。
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付保義務 保険期間 解約 他契約への乗り換え

１号保険 あり 10年 不可能 不可能

２号保険 なし １～10年 可能 不可能

＜参考　保険契約申込件数＞ （単位：件）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

新築住宅 492,497 529,867 560,865
既存住宅 11,373 13,726 16,068

＊新築住宅には新築２号保険を含む。大規模修繕工事瑕疵保険を除き、共同住宅は戸室数をカウント。

＜２号保険の主な商品＞

種　　　類 対象契約 補償対象部分

リフォーム瑕疵保険 リフォーム工事の請負契約
リフォーム工事部分
＊構造・防水部分も対象とする商品あり

大規模修繕工事瑕疵保険
共同住宅の大規模修繕工事の
請負契約

構造・防水部分
＊設備等も対象とする商品あり

既存住宅売買瑕疵保険
（宅建売）

既存住宅の買取再販等における
売買契約

構造・防水部分
＊設備等も対象とする商品あり

既存住宅売買瑕疵保険
（個人間売買）

既存住宅の個人間売買における
売買契約

構造・防水部分
＊設備等も対象とする商品あり

延長保証保険 １号保険の延長保証
構造・防水部分
＊設備等も対象とする商品あり



住宅瑕疵保険の特徴（前受金）

○住宅瑕疵保険では、住宅着工前の保険契約・保険料納付から、住宅引渡後の証券発行まで、比
較的長い期間を要する。会計上は、この間の保険料は「前受金」として負債に計上される。

○保険法人の業務の承継にあたっては、保険証券発行前の保険契約の円滑な引継ぎが必要。

保険申込・契約・保険料納付

保険料は
前受金として処理

住宅引き渡し・証券発行

保険法人の
総資本の

約３割

３
ヶ
月

～

３
年
程
度

前受金を売上に振替

未経過保険料を
責任準備金として積立

保険期間終了

保険法人の
総資本の

約３割

10
年

保険申込・契約・保険料納付・証券発行

保険期間終了

大手
損保会社の
総資本の

約６割

保険料を収益計上

未経過保険料を
責任準備金として積立10

年

住宅瑕疵保険※ 損害保険（火災保険等）

（参考）住宅瑕疵保険の貸借対照表（B/S）のイメージ

総資産 総資本

資産

純資産

負債 前受金

責任準備金

１

年

～

29
※保険期間等は、住宅瑕疵担保責任保険（１号保険）のものを記載
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Ⅲ．その他



住宅瑕疵等に係る情報インフラ整備事業

○ 既存住宅取引には売主と買主の間に情報の非対称性が存在、消費者は

隠れた不具合に不安。

○ 実際に、既存住宅は新築住宅よりも品質が低い状況。

○ 民間事業者等には活用可能な貴重な住宅情報資源（住宅瑕疵情報、履歴情報等）

が存在。

○ 各事業者がばらばらに対応しており、有効活用されていない。

民間事業者等が保有する住宅瑕疵等に係る情報について、適切な維持管理やインスペクション等の促進といった

既存住宅の品質向上対策や取引情報の充実等による取引の円滑化に活用するための一元的かつ横断的なデー

タベースやシステムを整備する取組等に対し支援を行う。

【補助率】
・定額補助

【事業主体】
・民間事業者等

【補助対象】

・情報インフラ・品質向上対策等に係る仕組みの検討に要する経費

・情報インフラに係るデータベースやシステムの開発・構築等に要す

る経費

・情報インフラ・品質向上対策等に係る仕組みの試行に要する経費

平成30年度予算額：1.2億円

中古住宅にしなかった理由（複数回答）

出所：平成28年度住宅市場動向調査（国土交通省）

１ 現状・課題

２ 事業概要

住宅瑕疵等に係る情報を活用し、既存住宅の品質向上や取引円滑化等に資する情報インフラを整備
する取組に対して支援を行うことにより、適切な維持管理やインスペクション等を促進し、もって、生産
性革命に資する新たな住宅循環システムの構築を図る。

【補助期間】
・平成30年度～平成32年度

住
宅
取
得
者

事
業
者

住宅
引渡し

修補
要請

瑕疵
修補

協議会等

瑕疵
情報

瑕疵

技術情報
（インスペクション・維持管理等）

○データベースを活用し、統計的傾
向分析、発生原因等の詳細分析、
再発防止策の検討

○検索・情報提供システムによる以
下の情報提供

・消費者向けの啓発情報・有用情報
・事業者向けの技術情報の提供（イ

ンスペクション・維持管理の方法
等）等

住宅瑕疵情報の分析等

事
業
者

啓発情報・購入時の
有用情報

消
費
者

保
険
法
人

検査

加入
手続

保険金
支払い

住宅瑕疵情報を活用した情報インフラのイメージ
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